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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む）であります。 

４  純資産額、１株当たり純資産額および自己資本比率の算定にあたり、第53期中より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,711,017 2,552,026 2,494,281 5,395,599 5,136,625 

経常利益 （千円） 115,286 45,589 67,280 167,184 87,376 

中間（当期）純利益 （千円） 55,417 11,501 29,800 72,139 15,983 

純資産額 （千円） 11,559,182 11,593,243 11,566,643 11,595,616 11,591,254 

総資産額 （千円） 13,390,956 13,439,965 13,539,123 13,455,823 13,512,957 

１株当たり純資産額  （円） 642.71 642.46 640.89 644.78 642.29 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
 （円） 3.08 0.64 1.66 4.01 0.89 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
 （円） － － － － － 

自己資本比率  （％） 86.3 86.0 85.1 86.2 85.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 61,552 48,237 356,816 500,231 359,509 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △285,575 △820,264 △46,719 △877,383 △777,301 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △37,767 △11,289 △95,773 △60,427 △22,397 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（千円） 4,300,984 3,341,886 3,900,035 4,125,105 3,685,034 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
 (名) 

172 

(33) 

181 

(36) 

176 

(36) 

182 

(32) 

184 

(34) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）であります。 

４  純資産額、１株当たり純資産額および自己資本比率の算定にあたり、第53期中より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,515,961 2,331,377 2,270,710 4,991,150 4,663,700 

経常利益 （千円） 109,324 38,972 60,401 154,964 73,340 

中間（当期）純利益 （千円） 53,449 9,291 27,485 67,657 11,314 

資本金 （千円） 5,262,480 5,262,480 5,262,480 5,262,480 5,262,480 

発行済株式総数  （株） 17,999,560 17,999,560 17,979,195 17,999,560 17,999,560 

純資産額 （千円） 11,550,771 11,540,693 11,504,803 11,584,691 11,533,915 

総資産額 （千円） 13,220,210 13,258,026 13,290,631 13,256,838 13,327,003 

１株当たり純資産額  （円） 642.24 641.73 639.90 644.18 641.43 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
 （円） 2.97 0.52 1.53 3.76 0.63 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
 （円） － － － － － 

１株当たり配当額  （円） － － － 3.0 2.5 

自己資本比率  （％） 87.4 87.0 86.6 87.4 86.5 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
 (名) 

163 

(22) 

173 

(24) 

166 

(26) 

173 

(21) 

174 

(24) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、主要製品の種類別分野の従業員数を示すと次のとおりで

あります。 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む）であります。 

２ 従業員数欄の（ ）は外書で、臨時従業員（パートタイマー、嘱託および派遣社員）の当中間連結会計期

間における平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）であります。 

２ 従業員数欄の（ ）は外書で、臨時従業員（パートタイマー、嘱託および派遣社員）の当中間会計期間に

おける平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業部門等の名称 従業員数（名） 

メディカル関連分野  145（24） 

バイオ関連分野(研究用分野）   10（－） 

医療用機器   11（２） 

その他の分野   10（10） 

合計  176（36） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名）   166（26）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  エーザイグループでは、今年４月に発足した日本事業本部体制において、国内における医療用医薬品、一般

用医薬品、診断薬、ジェネリック医薬品の４事業を統合した戦略のもと、情報、サービス、製品の提供を行

い、「予防」、「疾病管理」、「最新治療」という医療の各段階において患者様に提供できる価値を創出する

体制がスタートいたしました。この体制の下、基幹事業のひとつである診断薬事業を担う三光純薬は、治療薬

と密接に絡み合う臨床検査薬を提供することで、患者様とそのご家族、生活者の皆様の多様なニーズを充足す

ることを目指してまいります。 

     当中間連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。  

売 上 高   24億94百万円 （前年同期比  2.3％減）   

営業利益     31百万円 （  同   14.6％増）    

経常利益     67百万円 （  同   47.6％増） 

中間純利益    29百万円 （  同   159.1％増） 

 営業状況を主要製品の面からご説明いたします。 

 メディカル関連製品では、間質性肺炎の診断補助マーカー測定試薬ＫＬ－６製品群は、「リウマチ医のため

の肺障害研究会」やリウマチ学会を中心とした全国研究会、全国各地域における地区研究会における薬剤性肺

障害の啓発活動により好調に推移いたしました。また、肝細胞癌の診断補助マーカー測定試薬ＰＩＶＫＡ－Ⅱ

製品群は、「ルミパルスＰＩＶＫＡ－Ⅱ エーザイ」の採用施設が増加したことを受け堅調に推移いたしまし

た。しかしながら、血液凝固検査試薬などその他のメディカル関連製品については競合の激化などにより低調

に推移し、メディカル関連製品全体では横ばいに推移いたしました。 

 また、バイオ関連製品は、主力製品である正常ヒト細胞培養製品「ＮＨＣシリーズ」および牛胎児血清（Ｆ

ＢＳ）を含め、バイオ関連市場における価格競争の激化などにより伸び悩みました。 

 その結果、連結売上高は、前年同期比57百万円減少の24億94百万円となりました。 

 売上高は減少いたしましたが、営業利益は積極的な研究開発投資を継続して行ったものの、費用の効率的な

使用などによる販売費及び一般管理費の減少などにより前年同期を上回りました。また、市場金利の上昇など

により経常利益、中間純利益はいずれも前年同期を上回りました。 

 その他、新製品といたしましては、８月に骨粗鬆症におけるビタミンＫ２剤の選択時およびビタミンＫ２剤

の効果判定の補助的指標に用いる体外診断用医薬品「ピコルミｕｃＯＣ」を、９月に胃生検組織中ヘリコバク

ターピロリの検出用診断キット「ピロリテック テスト キット」をそれぞれ新発売いたしました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ２億

15百万円増加し、当中間連結会計期間末には39億円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、３億56百万円（前年同期より３億８百万円の獲得の増加）となりました。 

 これは主に仕入債務の減少54百万円の資金使用がありましたが、税金等調整前中間純利益63百万円に加え、

減価償却費１億40百万円、その他流動負債の増加１億43百万円の資金獲得があったことによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、46百万円（前年同期より７億73百万円の使用の減少）となりました。 

 これは主に有価証券の満期償還３億円の資金獲得がありましたが、投資その他の資産の取得２億円、有形固

定資産の取得１億46百万円の資金使用があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、95百万円（前年同期より84百万円の使用の増加）となりました。 

 これは主に株式会社パルマビーズ研究所の短期借入金の返済50百万円、配当金の支払44百万円の資金使用が

あったことによるものであります。 

  

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

（注）１．各指標の算出方法は、次のとおりであります。 

        自己資本比率：自己資本／総資産 

          時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    ２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。   

   ３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。

     （平成20年３月期中間においての期末株価終値はエーザイ株式会社の完全子会社となることにとも

     ない、平成19年９月25日付で上場廃止となったため、最終取引日である平成19年９月21日の株価で

         算出しております。) 

   ４．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

     を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ 

     ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計 

      算書の利息の支払額を使用しております。 

    平成19年３月期 平成20年３月期 

    中間 期末 中間 

自己資本比率 （％） 86.0 85.5 85.1 

時価ベースの自己資本比率 （％） 40.9 43.1 60.8 

債務償還年数 （年） 6.8 0.9 0.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ   27.6 89.3 173.2 



２【生産、受注及び販売の状況】 

主要製品の種類別としてメディカル関連分野、バイオ関連分野、医療用機器、その他に区分しております。 

(1）生産実績 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

   ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

     

(2）仕入実績 

（注）１．金額は実際購入価格によっております。 

   ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    

  

(3）受注実績 

 当社グループは見込み生産を行っているため該当事項はありません。 

種別 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

 前年同期比（％） 
（自 平成18年４月 1日
  至 平成18年９月30日）

（自 平成19年４月 1日
   至 平成19年９月30日）

 生産高（千円）  生産高（千円） 

メディカル関連分野 1,461,670 1,433,879 98.1 

生化学的検査 1,458 － － 

免疫学的検査 1,295,993 1,284,471 99.1 

血液学的検査 126,482 104,918 83.0 

その他  37,736 44,490 117.9 

バイオ関連分野（研究用分野） 28,630 47,861 167.2 

医療用機器 12,395 15,360 123.9 

合計 1,502,695 1,497,101 99.6 

種別 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

 前年同期比（％） 
（自 平成18年４月 1日
   至 平成18年９月30日）

（自 平成19年４月 1日
   至 平成19年９月30日）

 仕入高（千円）  仕入高（千円） 

メディカル関連分野 213,831 202,218 94.6 

生化学的検査 94,119 77,526 82.4 

免疫学的検査 68,591 71,236 103.9 

血液学的検査 30,083 15,868 52.7 

微生物学的検査 4,238 3,512 82.9 

その他  16,799 34,074 202.8 

バイオ関連分野（研究用分野） 274,164 202,150 73.7 

医療用機器 89,101 86,598 97.2 

合計 577,097 490,968 85.1 



(4）販売実績 

 （注）１．前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総 

      販売実績に対する割合 

        ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

         

         

種別 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

 前年同期比（％） 
（自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日）

（自 平成19年４月１日
   至 平成19年９月30日）

 販売高（千円）  販売高（千円） 

メディカル関連分野 1,728,494 1,701,902 98.5 

生化学的検査 105,304 113,670 107.9 

免疫学的検査 1,350,991 1,348,137 99.8 

血液学的検査 190,482 159,062 83.5 

微生物学的検査 5,652 5,021 88.8 

その他 76,062 76,010 99.9 

バイオ関連分野（研究用分野） 431,374 372,622 86.4 

医療用機器 171,228 196,100 114.5 

その他の分野 220,929 223,655 101.2 

合計 2,552,026 2,494,281 97.7 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 販売高（千円）  割合（％）  販売高（千円）  割合（％） 

㈱メディセオ・パルタ 

ックホールディングス 
386,079 15.1 443,429 17.8 

東邦薬品㈱ 351,005 13.8 348,880 14.0 

アルフレッサ㈱ 294,332 11.5 285,206 11.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 （株式交換契約締結について） 

 当社は、平成19年４月26日開催の当社取締役会において、エーザイ株式会社（以下、「エーザイ」という）を

株式交換完全親会社とし当社を株式完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、株式交換契約を締結

いたしました。 

 株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

  （１）株式交換の目的 

   当社はエーザイの連結子会社であり、診断と治療に密接に関係する情報や製品を提供することで、患者様と 

 そのご家族、生活者の皆様の多様なニーズを充足することを目指してまいりました。平成13年９月には、独自 

 に開発した遺伝子シグナル増幅技術「ＰＡＬＳＡＲ法」の米国における特許を取得し、続いて欧州、日本にお 

  ける特許も取得いたしました。さらに、その発展型となる「ＰＡＬＳＡＲ－Ⅱ」に関しても、米国、欧州、日  

 本において特許を取得いたしました。 

   この技術に対し、当社は遺伝子検査薬の研究開発を目的として、親会社であるエーザイとの合弁で株式会社 

  パルマビーズ研究所を設立し、エーザイグループとして早期事業化に向けた対応をはかってまいりました。今 

  後の遺伝子技術のグローバルな臨床応用や事業化においては、診断機器の開発や診断項目の研究など継続して 

 経営資源の投入が見込まれ、より一層エーザイグループと一体化した事業展開が望まれます。 

    一方エーザイは、平成２年10月、当社との資本提携を実施し、診断と治療の両輪を有することを目指して、 

  当社に診断薬の製造および販売を一本化してきました。 

    今後の医療動向を俯瞰すると、予防および疾病管理における診断はますます重要性が高まり、特に遺伝子診 

  断分野は、テーラーメイド医療の進展が予測される状況下で、個々人の体質、薬剤応答（副作用・効き目）な 

 ど治療剤とのさらなる医療シナジーが期待できる分野であります。 

   このような状況を踏まえ、既存の診断薬事業の強化および「ＰＡＬＳＡＲ法」の事業化等の挑戦的な分野へ  

 の進出において、グループ全体の経営資源を積極的に活用し効率的かつ迅速な開発を進めるために、当社をエ  

 ーザイの完全子会社にすることが最善であると判断するにいたりました。 

  （２）株式交換の効力発生日    

   平成19年10月１日 

  （３）株式交換の方法 

   当社は、平成19年10月１日を効力発生日として株式交換を実施し、エーザイの完全子会社となりました。  

    この株式交換により、当社の株主が保有する当社普通株式はエーザイに移転し、当社の株主はエーザイの普 

  通株式（ただし自己株式）の割当交付を受けることによりエーザイの株主となりました。 

    この株式交換について、当社は、平成19年６月21日開催の第53回定時株主総会の承認を得て、エーザイは、 

  簡易株式交換の規定により代表執行役の決定に基づき、手続きを行いました。 

  （４）株式交換比率  

会社名 エーザイ 三光純薬 

 株式交換比率 1 0.085 



  （５）株式交換比率の算定根拠 

   株式交換比率の算定にあたっては、株式交換比率の公正性を期すため、両社が独立に第三者機関の助言を 

  求めることとし、当社はアーンストアンドヤング・トランザクション・アドバイザリー・サービス株式会社  

  （以下、「アーンストアンドヤング」という）を、エーザイは野村證券株式会社（以下、「野村證券」とい 

  う）を、それぞれ第三者機関として選定いたしました。 

    アーンストアンドヤングは、当社については市場株価平均法、ディスカウンテッド・キャッシュフロー法 

  （以下、「ＤＣＦ法」という）、類似会社比較法の各評価方法を採用して算定を行いました。エーザイにつ 

  いては市場株価平均法を採用して算定を行いました。各評価方法による当社の株式１株に対するエーザイの 

  株式の割当株数の算定結果は、下表のとおりとなります。 

   なお、市場株価平均法では、平成19年３月26日から平成19年４月24日の１カ月間の平均株価から算定を行 

  いました。 

   また、当社のＤＣＦ法における利益計画につきましては、業績の順調な進展および新製品売上による利益 

  貢献を想定し、平成25年３月期までに営業利益が５億円程度まで増加することを見込んでおります。  

   野村證券は、当社については市場株価平均法、ＤＣＦ法、類似会社比較法の各評価方法を採用して算定を 

  行いました。エーザイについては市場株価平均法を採用して算定を行いました。各評価方法による当社の株 

  式１株に対するエーザイの株式の割当株数の算定結果は、下表のとおりとなります。 

    なお、市場株価平均法では、平成19年４月24日終値、平成19年３月26日から平成19年４月24日の１カ月間 

  の平均株価、平成19年１月25日から平成19年４月24日の３カ月間の平均株価および平成18年10月25日から平 

  成19年４月24日の６カ月間の平均株価から算定を行いました。 

    また、当社のＤＣＦ法における利益計画につきましては、業績の順調な進展および新製品売上による利益  

  貢献を想定し、平成25年３月期までに営業利益が５億円程度まで増加することを見込んでおります。 

   上記記載のとおり、当社はアーンストアンドヤングに、エーザイは野村證券に、株式交換比率案の算定を依 

 頼し、当該第三者機関による算定結果およびその他事項の分析結果を慎重に検討し、これらを踏まえ交渉を進  

 めました。その結果、当社は、平成19年４月26日に開催された当社の取締役会において株式交換比率を当社の 

 株式１株に対して、エーザイの株式0.085株とすることを含む株式交換契約を締結することを平成19年４月26  

 日付けで決議いたしました。エーザイの代表執行役は、執行役会での審議の上、同様の株式交換契約を締結す 

 ることを決定し、同日、当社とエーザイとの間で株式交換契約を締結いたしました。 

   なお、この株式交換比率は、アーンストアンドヤングが当社に対して提供した分析、および野村證券がエー 

 ザイに対して提供した分析の範囲内で決定いたしました。 

   また、利益相反を回避する措置として、当社の取締役会において、利害関係のある兼務役員は株式交換契約 

 締結の決議に加わっておりません。 

  株式交換比率の評価レンジ 

市場株価平均法  0.055～0.060 

ＤＣＦ法  0.098～0.111 

類似会社比較法  0.079～0.085 

  株式交換比率の評価レンジ 

市場株価平均法  0.055～0.061 

ＤＣＦ法  0.085～0.114 

類似会社比較法  0.074～0.082 



  （６）エーザイの資産・負債の状況 

（注）上記資産・負債の金額は平成19年９月30日現在のエーザイ個別の数値です。 

  （７）エーザイの概要 

     代 表 者  代表執行役社長 内藤晴夫 

     資 本 金  44,985百万円（平成19年９月30日現在） 

     住  所  東京都文京区小石川４丁目６番10号 

     事業内容  医薬品、医薬部外品、製薬用機械等の製造販売 

     業  績  平成19年９月期           （単位：百万円） 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、エーザイと共同で研究開発を積極的に進め、予防から治療、予後にいたる医療の流れの中

で、治療薬と密接に絡み合う臨床検査薬を提供することで、患者様とそのご家族、生活者の皆様の多様なニーズ

を充足することを目指しております。 

  この実現に向け、当社グループは、新規で有用性の高い診断項目の研究開発を進めるとともに、簡便、迅速な

診断が必要となる疾患への対応として、ＰＯＣＴ（ポイント・オブ・ケア・テスティング）製品などの研究開発

にも積極的に取り組んでおります。また、既存製品の改良や他社からの製品導入も併せて行っております。 

 当中間連結会計期間においては、骨粗鬆症におけるビタミンＫ２剤の選択時および効果判定に用いる「ピコル

ミｕｃＯＣ」を平成19年８月29日に新発売いたしました。また、平成19年９月11日に胃生検組織中ヘリコバクタ

ーピロリの検出用診断キット「ピロリテック テスト キット」を新発売いたしました。 

  さらに、平成18年10月に富士レビオ株式会社と共同研究開発契約を締結した、全自動化学発光酵素免疫測定シ

ステム「ルミパルス」用ＫＬ－６測定試薬の開発も順調に推移しております。 

 一方、エーザイと共同で設立した株式会社パルマビーズ研究所は、遺伝子シグナル増幅技術「ＰＡＬＳＡＲ

法」を利用した検査薬の研究開発を進めており、感染症領域等において製品化を目指しております。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は３億58百万円であります。 

資産 金額（百万円）  負債 金額（百万円）  

流動資産 243,508  流動負債  76,752 

固定資産 329,081  固定負債  25,584 

合計 572,589  合計 102,336 

  連結業績  個別業績 

売上高  362,817 194,878 

経常利益   59,560  41,947 

中間純利益   39,351   28,178 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）当社株式はジャスダック証券取引所に上場しておりましたが、株式交換によりエーザイ株式会社の完全子会社 

       となることにともない、ジャスダック証券取引所の株券上場廃止基準に従い、平成19年９月25日に上場廃止と 

       なりました。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）自己株式の消却による減少であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 23,000,000 

計 23,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在 
  発行数（株） 

（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 17,979,195 17,979,195 － － 

計 17,979,195 17,979,195 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

 平成19年９月28日（注） △20,365 17,979,195 － 5,262,480 － 5,383,920 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権４個）含ま 

   れております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

エーザイ株式会社 東京都文京区小石川４丁目６番10号 9,106 50.65 

ゴールドマンサックスインターナ

ショナル            

（常任代理人 ゴールドマン・ 

サックス証券株式会社）  

東京都港区六本木六丁目10番１号 

 六本木ヒルズ森タワー 
758 4.22 

新光証券株式会社   東京都中央区八重洲二丁目４番１号 740 4.12 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ 

スタワーＺ棟 

587 3.27 

大和証券エスエムビーシー   

株式会社 
東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 391 2.17 

三菱ＵＦＪ証券株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 304 1.69 

渡辺 靜 神奈川県鎌倉市 234 1.30 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
200 1.11 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 196 1.09 

住友生命保険相互会社 

（常任代理人 日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 184 1.02 

計 － 12,700 70.64 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他）  －  － － 

完全議決権株式（自己株式等）    － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,901,000 17,901 － 

単元未満株式 普通株式      78,195 － 
 １単元（1,000株）未  

 満の株式 

発行済株式総数 17,979,195 － － 

総株主の議決権 －                 17,901 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１.最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

       ２.エーザイ株式会社の完全子会社となることにともない、平成19年９月25日付で上場廃止となったため、平成

      19年９月は最終取引日である平成19年９月21日までの株価について記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 433 509 470 458 429 462 

最低（円） 325 450 436 420 395 397 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９

月30日)および前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)の中間連結財務諸表および中間財務

諸表について、ならびに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日)および当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)の中間連結

財務諸表および中間財務諸表について、監査法人トーマツの中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     188,984     248,586     138,091  

２ 受取手形及び 
売掛金 

 ※４   1,599,359     1,578,742     1,551,996  

３ 有価証券     1,560,881     836,618     1,284,638  

４ たな卸資産     1,470,273     1,335,981     1,418,078  

５ 繰延税金資産     180,853     252,272     171,293  

６ 預け金 ※２   2,243,117     3,015,976     2,662,766  

７ その他     76,669     84,642     94,706  

貸倒引当金     △12,390     △13,070     △12,710  

 流動資産合計     7,307,750 54.4   7,339,750 54.2   7,308,861 54.1 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物   1,033,215     949,263     987,124    

(2）土地   247,930     247,930     247,930    

(3）その他   632,394 1,913,539 14.2 660,500 1,857,693 13.7 610,082 1,845,137 13.7 

２ 無形固定資産     5,304 0.0   5,041 0.0   5,173 0.0 

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   2,162,436     1,978,479     2,097,826    

(2）繰延税金資産   884,586     789,330     889,545    

(3）長期性預金   1,100,000     1,500,000     1,300,000    

(4）その他   66,348 4,213,371 31.4 68,827 4,336,637 32.1 66,414 4,353,786 32.2 

 固定資産合計     6,132,215 45.6   6,199,372 45.8   6,204,096 45.9 

 資産合計     13,439,965 100.0   13,539,123 100.0   13,512,957 100.0 

                     
 



    前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     261,795     278,586     331,245  

２ 短期借入金     60,207     －     50,110  

３ 未払法人税等     19,935     19,619     23,229  

４ 賞与引当金     176,874     172,309     158,817  

５ 返品調整引当金     4,590     3,090     4,400  

６ その他 ※３   321,055     492,101     335,442  

流動負債合計     844,457 6.3   965,707 7.1   903,245 6.7 

Ⅱ 固定負債                    

１ 退職給付引当金     725,363     773,960     749,587  

２ その他     276,900     232,812     268,869  

固定負債合計     1,002,264 7.4   1,006,773 7.5   1,018,457 7.5 

負債合計     1,846,722 13.7   1,972,480 14.6   1,921,703 14.2 

                     
 （純資産の部）                    
Ⅰ 株主資本                    
１ 資本金     5,262,480 39.2   5,262,480 38.9   5,262,480 38.9 

２ 資本剰余金     5,383,920 40.1   5,383,920 39.8   5,383,920 39.8 

３ 利益剰余金     836,178 6.2   816,101 6.0   840,661 6.2 

４ 自己株式     △7,619 △0.1   － －   △8,298 △0.0 

株主資本合計     11,474,959 85.4   11,462,501 84.7   11,478,762 84.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     78,868 0.6   60,210 0.4   70,746 0.6 

評価・換算差額等 
合計      78,868 0.6   60,210 0.4   70,746 0.6 

Ⅲ 少数株主持分     39,416 0.3   43,931 0.3   41,745 0.3 

純資産合計     11,593,243 86.3   11,566,643 85.4   11,591,254 85.8 

負債純資産合計     13,439,965 100.0   13,539,123 100.0   13,512,957 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,552,026 100.0   2,494,281 100.0   5,136,625 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,074,077 42.1   1,047,671 42.0   2,169,207 42.2 

売上総利益     1,477,948 57.9   1,446,610 58.0   2,967,418 57.8 

返品調整引当金 
戻入額   8,130     4,400     8,130    

返品調整引当金 
繰入額   4,590 △3,540 △0.2 3,090 △1,310 △0.0 4,400 △3,730 △0.0 

差引売上総利益     1,481,488 58.1   1,447,920 58.0   2,971,148 57.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,453,634 57.0   1,416,002 56.7   2,927,525 57.0 

営業利益     27,854 1.1   31,917 1.3   43,622 0.8 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   23,158     42,029     62,076    

２ 受取配当金   730     906     1,121    

３ その他   1,408 25,297 1.0 2,765 45,702 1.8 3,975 67,173 1.3 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   1,750     2,060     4,024    

２ たな卸資産廃棄損   129     －     －    

３ 品質保証費   4,450     －     4,664    

４ 為替差損   913     －     3,845    

５ 株式関連業務報酬    －     7,691     9,000    

６ その他   319 7,562 0.3 588 10,339 0.4 1,885 23,419 0.4 

経常利益     45,589 1.8   67,280 2.7   87,376 1.7 

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益  ※２ 42     －     57    

２ 投資有価証券償還益   － 42 0.0 － － － 20 77 0.0

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産除却損 ※３ 7,503     3,065     8,527    

２ 減損損失  ※４ 4,065     333     15,380    

３ 過年度保険解約損   － 11,569 0.5 － 3,399 0.1 7,089 30,996 0.6

税金等調整前中間
（当期）純利益     34,062 1.3   63,881 2.6   56,457 1.1 

法人税、住民税 
及び事業税   5,704     5,517     11,181    

法人税等調整額   14,778 20,483 0.8 26,377 31,895 1.3 24,885 36,066 0.7 

少数株主利益     2,078 0.0   2,185 0.1   4,408 0.1 

中間（当期）純利益     11,501 0.5   29,800 1.2   15,983 0.3 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

   前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高        

（平成18年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 878,628 △7,582 11,517,446

当中間連結会計期間変動額            

剰余金の配当    － － △53,951 － △53,951

中間純利益   － － 11,501 － 11,501

自己株式の取得   － － － △37 △37

株主資本以外の項目の 

当中間連結会計期間変動額（純額） 
  － － － － －

当中間連結会計期間変動額合計    （千円） － － △42,450 △37 △42,487

当中間連結会計期間末残高      

（平成18年９月30日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 836,178 △7,619 11,474,959

 

 
評価・換算 
差額等 

少数株主持分 純資産合計 

 
その他 

有価証券 
評価差額金 

前連結会計年度末残高            

（平成18年３月31日） 
（千円） 78,169 37,337 11,632,953

当中間連結会計期間変動額        

剰余金の配当    － － △53,951

中間純利益   － － 11,501

自己株式の取得   － － △37

株主資本以外の項目の 

当中間連結会計期間変動額（純額） 
  698 2,078 2,777

当中間連結会計期間変動額合計     （千円） 698 2,078 △39,710

当中間連結会計期間末残高        

（平成18年９月30日） 
（千円） 78,868 39,416 11,593,243



   当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高        

（平成19年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 840,661 △8,298 11,478,762

当中間連結会計期間変動額            

剰余金の配当    － － △44,954 － △44,954

中間純利益   － － 29,800 － 29,800

自己株式の取得   － － － △1,107 △1,107

自己株式の消却    － － △9,406 9,406 －

株主資本以外の項目の 

当中間連結会計期間変動額（純額） 
  － － － － －

当中間連結会計期間変動額合計    （千円） － － △24,559 8,298 △16,261

当中間連結会計期間末残高      

（平成19年９月30日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 816,101 － 11,462,501

 

 
評価・換算 
差額等 

少数株主持分 純資産合計 

 
その他 

有価証券 
評価差額金 

前連結会計年度末残高            

（平成19年３月31日） 
（千円） 70,746 41,745 11,591,254

当中間連結会計期間変動額        

剰余金の配当    － － △44,954

中間純利益   － － 29,800

自己株式の取得   － － △1,107

自己株式の消却    － － －

株主資本以外の項目の 

当中間連結会計期間変動額（純額） 
  △10,535 2,185 △8,350

当中間連結会計期間変動額合計     （千円） △10,535 2,185 △24,611

当中間連結会計期間末残高        

（平成19年９月30日） 
（千円） 60,210 43,931 11,566,643



   前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 
  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高        

（平成18年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 878,628 △7,582 11,517,446

当連結会計年度変動額            

剰余金の配当（注）    － － △53,951 － △53,951

当期純利益   － － 15,983 － 15,983

自己株式の取得   － － － △716 △716

株主資本以外の項目の 

当連結会計年度変動額（純額） 
  － － － － －

当連結会計年度変動額合計    （千円） － － △37,967 △716 △38,684

当連結会計年度末残高      

（平成19年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 840,661 △8,298 11,478,762

 

 
評価・換算 
差額等 

少数株主持分 純資産合計 

 
その他 

有価証券 
評価差額金 

前連結会計年度末残高            

（平成18年３月31日） 
（千円） 78,169 37,337 11,632,953

当連結会計年度変動額        

剰余金の配当（注）    － － △53,951

当期純利益   － － 15,983

自己株式の取得   － － △716

株主資本以外の項目の 

当連結会計年度変動額（純額） 
  △7,422 4,408 △3,014

当連結会計年度変動額合計     （千円） △7,422 4,408 △41,698

当連結会計年度末残高        

（平成19年３月31日） 
（千円） 70,746 41,745 11,591,254



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度要約連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

１ 税金等調整前中間
（当期）純利益 

  34,062 63,881 56,457 

２ 減価償却費   151,215 140,204 312,210 

３ 減損損失   4,065 333 15,380 

４ 過年度保険解約損    － － 7,089 

５ 貸倒引当金の増加額   2,960 360 3,280 

６ 受取利息及び 
受取配当金 

  △23,889 △42,936 △63,198 

７ 支払利息   1,750 2,060 4,024 

８ たな卸資産廃棄損   18,129 10,264 31,884 

９ たな卸資産評価損   3,708 329 2,615 

10 固定資産売却益   △42 － △57 

11 固定資産除却損   7,503 3,065 8,527 

12 退職給付引当金の 
増加額 

  40,345 24,372 64,570 

13 役員退職慰労引当金の
減少額 

  △17,701 － △17,701 

14 賞与引当金の増加額 
（△減少額）  

  8,381 13,492 △9,675 

15 返品調整引当金の 
減少額 

  △3,540 △1,310 △3,730 

16 有価証券償還損   
  

  － － 740 

17 売上債権の増加額   △83,336 △26,745 △35,973 

18 たな卸資産の減少額 
（△増加額） 

  △100,836 62,400 △105,004 

19 その他流動資産の 
減少額（△増加額） 

  △11,312 2,962 △22,765 

20 その他投資の減少額 
  （△増加額） 

  650 136 △727 

21 仕入債務の増加額
（△減少額） 

  27,669 △54,920 98,992 

22 未払費用の増加額 
  （△減少額） 

  △1,589 △2,878 2,907 

23 その他流動負債の 
増加額（△減少額） 

  △14,537 143,460 △3,927 

24 その他   △11,963 △18,236 △31,703 

小計   31,692 320,294 314,214 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度要約連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

25 利息及び配当金の 
受取額 

  25,939 44,204 64,047 

26 利息の支払額   △1,750 △2,060 △4,024 

27 法人税等の支払額   △7,643 △5,622 △14,727 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  48,237 356,816 359,509 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       

１ 有価証券の売却・償還
による収入 

  300,000 300,000 649,259 

２ 有形固定資産の取得
による支出 

  △126,556 △146,719 △182,887 

３ 有形固定資産の売却
による収入 

  42 － 57 

４ 投資有価証券の取得
による支出 

  △293,751 － △443,751 

５ 投資有価証券の売
却・償還による収入  

  － － 100,020 

６ 投資その他の資産の
取得による支出 

  △700,000 △200,000 △900,000 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △820,264 △46,719 △777,301 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

１ 短期借入金の借入によ
る収入及び返済による 
支出（△）（純額） 

  41,928 △50,110 31,832 

２ 自己株式の取得 
による支出 

  △37 △1,107 △716 

３ 配当金の支払額   △53,180 △44,554 △53,513 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △11,289 △95,773 △22,397 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  97 676 118 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △783,218 215,000 △440,071 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,125,105 3,685,034 4,125,105 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 3,341,886 3,900,035 3,685,034 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社は株式会社パルマビーズ

研究所１社であり、同社を連結し

ております。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する 

事項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する 

事項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と一致しております。 

同左   連結子会社の決算日は連結決算

日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する 

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛

品・貯蔵品 

…総平均法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

   定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。  

建物及び構築物 ３～65年

機械装置及び 

運搬具   ７年

工具器具備品 ２～20年

同左 

  

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

  

② 無形固定資産 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額のうち当中間連結会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額のうち当連結会計年度

負担額を計上しております。 

  ③ 返品調整引当金 

 販売済製品・商品の中間連

結決算日後に予想される返品

による損失に備えるため、当

中間連結会計期間末売上債権

残高に直近２連結会計年度平

均の返品率及び当中間連結会

計期間の利益率を乗じた金額

を計上しております。 

③ 返品調整引当金 

同左 

③ 返品調整引当金 

 販売済製品・商品の連結決

算日後に予想される返品によ

る損失に備えるため、連結決

算日における売上債権残高に

直近２連結会計年度平均の返

品率及び当連結会計年度の利

益率を乗じた金額を計上して

おります。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

決算日において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）の

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当中間連結

会計期間末要支給額を計上し

ております。 

 なお、当社は、平成18年６

月22日開催の株主総会におい

て、役員退職慰労金制度廃止

に伴う取締役および監査役に

対する退職慰労金打ち切り支

給を決議したことに伴い、当

社の役員退職慰労引当金

6,807千円は長期未払金（固

定負債の「その他」）に振替

えております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

――――――  

  

  

     

    

⑤ 役員退職慰労引当金 

 ――――――  

 

  

  

  

 （追加情報） 

  当社は、平成18年６月22日

開催の株主総会において、役

員退職慰労金制度廃止に伴う

取締役および監査役に対する

退職慰労金打ち切り支給を決

議しました。これにより当社

の役員退職慰労引当金6,807 

千円は長期未払金（固定負債

の「その他」）に振替えてお

ります。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 



会計処理の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）    

 当中間連結会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号 ）を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,553,827千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しております。 

――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）    

  当連結会計年度より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号 ）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部に相当する金額は

11,549,508千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。  



表示方法の変更  

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係）  

 「長期性預金」は前中間連結会計期間末は、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「長期性預金」の金額は100,000千

円であります。 

――――――  

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

    2,833,403千円 

    減価償却累計額には、減損損失累計額が  

  含まれております。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

              3,036,730千円 

同左 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

2,939,240千円 

同左 

※２ 預け金 

   エーザイ株式会社との金銭消費寄託契約 

  に基づく、寄託運用預け金であります。 

※２ 預け金 

同左 

※２ 預け金 

同左 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺  

  のうえ、流動負債「その他」に含めて表示  

  しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３          ―――――― 

  

※４ 中間連結会計期間末日満期手形  

  中間連結会計期間末日の満期手形の会計 

 処理については、手形交換日をもって決済 

 処理をしております。なお、当中間連結会 

 計期間の末日は金融機関の休日であったた 

 め、次の満期手形が中間連結会計期間末日 

 の残高に含まれております。     

※４ 中間連結会計期間末日満期手形  

同左 

※４ 連結会計年度末日満期手形  

   連結会計年度末日満期手形の会計処理に 

 ついては、手形交換日をもって決済処理を 

 しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休 

 日であったため、次の連結会計年度末日満 

 期手形が連結会計年度末残高に含まれてお 

 ります。  

受取手形   76,633千円 受取手形 52,886千円 受取手形 78,345千円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

給与手当 359,732千円

賞与引当金繰入額    131,181千円

退職給付費用 51,463千円

役員退職慰労引当金

繰入額 
 428千円

研究開発費 357,380千円

給与手当  350,106千円

賞与引当金繰入額 133,907千円

退職給付費用 54,089千円

研究開発費 358,783千円

給与手当 718,149千円

賞与引当金繰入額 117,622千円

退職給付費用 103,717千円

研究開発費 752,911千円

貸倒引当金繰入額 3,280千円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２      ―――――― ※２ 固定資産売却益の内訳 

工具器具備品         42千円   工具器具備品 57千円

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物   4,651千円

機械装置及び運搬具 262千円

工具器具備品   943千円

廃棄処理費用   1,646千円

 合計 7,503千円

機械装置及び運搬具 108千円

工具器具備品 1,433千円

廃棄処理費用 1,524千円

 合計 3,065千円

建物及び構築物 4,651千円

機械装置及び運搬具 262千円

工具器具備品 1,852千円

廃棄処理費用 1,760千円

合計 8,527千円

 ※４ 減損損失 

 当社および連結子会社は、当中間連結

会計期間において、次の資産グル－プに

ついて減損損失を計上しております。  

  賃貸資産については収益性が悪化し、

今後、帳簿価額を上回るキャッシュ・フ

ローが見込めないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として認識しております。 

 当中間連結会計期間において計上した

減損損失は4,065千円であり、その内容

は、工具器具備品であります。   

 当該資産グループの回収可能価額は、

使用価値（割引率6.0％）により測定し

ております。 

用途 種類  場所  

 賃貸資産  
有形固定資産

（その他） 

東京都 

千代田区  

     

 ※４ 減損損失 

 当社および連結子会社は、賃貸資産につ 

いては施設を１単位としてグルーピングを

しております。また、物流資産については

個々にグルーピングをしております。 

  当社および連結子会社は、当中間連結会

計期間において次の資産グル－プについて

減損損失を計上しております。 

  賃貸資産については収益性が悪化し、今

後、帳簿価額を上回るキャッシュ・フロー

が見込めないため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て認識しております。 

  上記資産グループの回収可能価額は、使

用価値（割引率6.0％）により測定しており

ます。 

用途 種類  場所  
  金額  

 （千円） 

賃貸資産 
工具  

器具備品 

東京都 

千代田区 
333

       

※４ 減損損失 

  当社および連結子会社は、賃貸資産につ 

いては施設を１単位としてグルーピングを

しております。また、物流資産については

個々にグルーピングをしております。 

  当社および連結子会社は、当連結会計年

度において次の資産グル－プについて減損

損失を計上しております。 

  賃貸資産については収益性が悪化し、今

後、帳簿価額を上回るキャッシュ・フロー

が見込めないため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て認識しております。 

  物流資産については、製品下市による特

定設備（金型）の中止により、今後、帳簿

価額を上回るキャッシュ・フローが見込め

ないため、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として認識し

ております。 

 上記資産グループの回収可能価額は、い

ずれも使用価値（割引率6.0％）により測定

しております。 

用途 種類  場所  
  金額  

 (千円） 

賃貸資産 
工具 

器具備品 

東京都 

千代田区  
15,292

物流資産 
工具 

器具備品 

東京都 

千代田区  
87

       



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自 

  己株式の種類および株式数に関する事項 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自

  己株式の種類および株式数に関する事項 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自 

    己株式の種類および株式数に関する事項 

  発行済株式 自己株式 

株式の種類 普通株式  普通株式 

前連結会計年度末株

式数（株） 
17,999,560 15,811 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 
 － 100 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 
  －  － 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 
17,999,560    15,911 

  発行済株式 自己株式

株式の種類 普通株式  普通株式

前連結会計年度末株

式数（株） 
17,999,560  17,931

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 
－ 2,434

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 
20,365  20,365

当中間連結会計期間

末株式数（株） 
17,979,195  －

  発行済株式 自己株式

株式の種類 普通株式  普通株式

前連結会計年度末株

式数（株） 
17,999,560 15,811

当連結会計年度増加

株式数（株） 
－ 2,120

当連結会計年度減少

株式数（株） 
 －  －

当連結会計年度末株

式数（株） 
17,999,560 17,931

（注）自己株式（普通株式）の増加100株は単 

    元未満株式の買取りによる増加であり 

      ます。  

（注）自己株式（普通株式）の増加2,434株は

   単元未満株式の買取りによる増加であ 

   り、発行済株式および自己株式（普通 

   株式）の減少20,365株は消却による減 

   少であります。 

（注）自己株式（普通株式）の増加2,120株は 

   単元未満株式の買取りによる増加であ  

   ります。 

２ 新株予約権および自己新株予約権に関す 

  る事項  

  該当事項はありません。 

２ 新株予約権および自己新株予約権に関す

  る事項  

  該当事項はありません。 

２ 新株予約権および自己新株予約権に関す 

  る事項  

   該当事項はありません。 

 ３ 配当に関する事項  ３ 配当に関する事項  ３ 配当に関する事項 

 （１）配当金支払額  （１）配当金支払額  （１）配当金支払額 

   平成18年６月22日開催の定時株主総会  

  において、次のとおり決議しております。 

    ・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額      53,951千円 

②１株当たり配当額      3.00円 

③基準日   平成18年３月31日 

④効力発生日 平成18年６月22日 

    平成19年６月21日開催の定時株主総会 

  において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 44,954千円

②１株当たり配当額 2.50円

③基準日 平成19年３月31日

④効力発生日 平成19年６月22日

    平成18年６月22日開催の定時株主総会 

  において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 53,951千円

②１株当たり配当額 3.00円

③基準日 平成18年３月31日

④効力発生日 平成18年６月22日

      （２）基準日が当連結会計年度に属する配 

     当のうち、配当の効力発生日が連結 

     会計年度末後となるもの 

    平成19年６月21日開催の定時株主総会 

  において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 44,954千円

②配当の原資 利益剰余金

③１株当たり配当額 2.50円

④基準日 平成19年３月31日

⑤効力発生日 平成19年６月22日

     



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定  188,984千円

有価証券勘定 1,560,881千円

預け金勘定  2,243,117千円

計  3,992,983千円

有価証券勘定に含ま

れる長期投資に該当

する金融商品 △651,096千円

現金及び現金同等物  3,341,886千円

現金及び預金勘定 248,586千円

有価証券勘定 836,618千円

預け金勘定 3,015,976千円

計    4,101,181千円

有価証券勘定に含ま

れる長期投資に該当

する金融商品 △201,146千円

現金及び現金同等物 3,900,035千円

現金及び預金勘定     138,091千円

有価証券勘定 1,284,638千円

預け金勘定   2,662,766千円

計 4,085,495千円

有価証券勘定に含ま

れる長期投資に該当

する金融商品  △400,461千円

現金及び現金同等物  3,685,034千円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主側）   

１ リース物件の所有権が借主に移転する  

  と認められるもの以外のファイナンス・ 

  リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

（借主側）   

１ リース物件の所有権が借主に移転する  

  と認められるもの以外のファイナンス・

  リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

（借主側）  

１ リース物件の所有権が借主に移転する  

  と認められるもの以外のファイナンス・

  リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

工具 

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額相当額 318,500   318,500 

減価償却累計額 
相当額 

95,014   95,014 

中間期末残高 
相当額 

223,485   223,485 

 

工具 

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額相当額 318,295   318,295 

減価償却累計額 
相当額 

162,559   162,559 

中間期末残高 
相当額 

155,735   155,735 

 

工具 

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額相当額 318,500   318,500 

減価償却累計額 
相当額 

128,878   128,878 

期末残高相当額 189,621   189,621 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年内         67,175千円 

１年超 158,296千円 

合計 225,471千円 

１年内 56,082千円

１年超 102,191千円

合計        158,274千円

１年内 66,001千円

１年超 126,022千円

合計 192,023千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 34,110千円 

減価償却費相当額    32,804千円 

支払利息相当額  1,933千円 

支払リース料      35,223千円

減価償却費相当額      33,851千円

支払利息相当額       1,509千円

支払リース料 69,347千円

減価償却費相当額 66,668千円

支払利息相当額 3,723千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま

せん。   

(減損損失について） 

同左 

(減損損失について） 

同左 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸主側） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認 

  められるもの以外のファイナンス・リース 

   取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

（貸主側） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認

  められるもの以外のファイナンス・リース 

   取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

（貸主側） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認

  められるもの以外のファイナンス・リース 

   取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び期末残高 

 

工具 

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 34,808   34,808 

減価償却累計額 13,306   13,306 

中間期末残高 21,501   21,501 

 

工具 

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 104,983   104,983 

減価償却累計額 40,843   40,843 

中間期末残高 64,139   64,139 

 

工具 

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 61,155   61,155 

減価償却累計額 25,081   25,081 

期末残高 36,074   36,074 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内     5,817千円 

１年超          20,461千円 

合計          26,278千円 

１年内          20,568千円

１年超  63,674千円

合計          84,243千円

１年内  11,357千円

１年超 37,110千円

合計 48,467千円

(3）受取リース料、減価償却費 (3）受取リース料、減価償却費 (3）受取リース料、減価償却費 

受取リース料 2,449千円 

減価償却費      3,935千円 

受取リース料      10,281千円

減価償却費 14,472千円

受取リース料 7,961千円

減価償却費 15,513千円

(4）利息相当額の算定方法 

  未経過リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

(4）利息相当額の算定方法 

同左 

(4）利息相当額の算定方法 

 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法により算定して

おります。 

(減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

(減損損失について） 

同左 

(減損損失について） 

同左  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１ 時価のある有価証券 

 （注）株式の減損にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期間末における時価が 

    期首取得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。また、回復可能性があると認められる 

       場合を除き、当中間連結会計期間末における時価の下落率が期首取得原価の30％以上50％未満であるときは、  

       前連結会計年度末および当中間連結会計期間末の時価ならびに当中間連結会計期間中の時価の推移を勘案し 

       て、減損処理を行っております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）満期保有目的の債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 2,299,480 2,288,676 △10,804 

③ その他 199,955 200,039 83 

計 2,499,435 2,488,715 △10,720 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(2）その他有価証券      

① 株式 31,768 164,637 132,868 

② その他 150,000 149,460 △540 

計 181,768 314,097 132,328 

種類 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

ＭＭＦ（マネー・マネジメント・ファンド） 451,497 

中期国債ファンド 308,281 

ＣＲＦ（キャッシュ・リザーブ・ファンド） 150,005 

計 909,784 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１ 時価のある有価証券 

 （注）株式の減損にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期間末における時価が 

    期首取得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。また、回復可能性があると認められる 

       場合を除き、当中間連結会計期間末における時価の下落率が期首取得原価の30％以上50％未満であるときは、  

       前連結会計年度末および当中間連結会計期間末の時価ならびに当中間連結会計期間中の時価の推移を勘案し 

    て、減損処理を行っております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）満期保有目的の債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 2,046,832 2,040,439 △6,392 

③ その他 － － － 

計 2,046,832 2,040,439 △6,392 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(2）その他有価証券      

① 株式 31,768 132,793 101,024 

② その他 － － － 

計 31,768 132,793 101,024 

種類 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

ＭＭＦ（マネー・マネジメント・ファンド） 180,904 

中期国債ファンド － 

ＣＲＦ（キャッシュ・リザーブ・ファンド） 454,567 

計 635,472 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１ 時価のある有価証券 

 （注）株式の減損にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末における時価が期首  

    取得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。また、回復可能性があると認められる場合 

    を除き、当連結会計年度末における時価の下落率が期首取得原価の30％以上50％未満であるときは、前連結会 

       計年度末および当連結会計年度末の時価ならびに当連結会計年度中の時価の推移を勘案して、減損処理を行っ 

       ております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）および前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社および連結子会社はデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）および前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社および連結子会社はストック・オプション取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

区分 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）満期保有目的の債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 2,347,817 2,340,738 △7,078 

③ その他 － － － 

計 2,347,817 2,340,738 △7,078 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(2）その他有価証券      

① 株式 31,768 150,470 118,701 

② その他 － － － 

計 31,768 150,470 118,701 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

ＭＭＦ（マネー・マネジメント・ファンド） 180,671 

中期国債ファンド － 

ＣＲＦ（キャッシュ・リザーブ・ファンド） 703,504 

計 884,176 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）および前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

 当社および連結子会社は、医薬品、診断用医薬品および医療用機器等の研究開発・製造・販売を行ってお

り、当該事業以外に事業の種類がないため記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）および前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）および前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 642.46円

１株当たり 

中間純利益金額 0.64円

１株当たり純資産額 640.89円

１株当たり 

中間純利益金額 1.66円

１株当たり純資産額 642.29円

１株当たり 

当期純利益金額 0.89円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益 （千円） 11,501 29,800 15,983 

普通株主に帰属しない金額 （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益 （千円）
11,501 29,800 15,983 

普通株式の期中平均株式数 （株） 17,983,735 17,980,852 17,983,117 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

────── （エーザイ株式会社の完全子会社化） （株式交換契約の締結） 

    当社は、平成19年６月21日開催の

第53回定時株主総会の決議に基づ

き、平成19年10月１日付で株式交換

によりエーザイ株式会社の株式完全

子会社となりました。 

 診断薬事業の強化および遺伝子シ

グナル増幅技術「ＰＡＬＳＡＲ法」

の事業等の挑戦的な分野への進出に

おいて、エーザイグループ全体の経

営資源を積極的に活用し効率的かつ

迅速な開発を進めるために、当社を

エーザイ株式会社の完全子会社とす

ることで両者が合意し、平成19年４

月26日開催の当社取締役会におい

て、エーザイ株式会社を完全親会

社、当社を完全子会社とする株式交

換契約を締結することを決議し、同

日株式交換契約書に調印しておりま

す。エーザイ株式会社と当社の間で

締結された株式交換契約の概要は次

のとおりであります。 

 １．エーザイ株式会社を完全親会 

   社、当社を完全子会社とする株式 

  交換を実施する。 

 ２．株式交換の日は平成19年10月１ 

   日とする。 

 ３．株式交換比率は当社の普通株式 

   １株に対してエーザイ株式会社の 

  普通株式0.085株を割当て交付す 

   る。ただし、エーザイ株式会社が 

   保有する当社株式9,106,000株に 

   ついては、株式交換による株式の 

   割当ては行わない。 

 ４．本契約は平成19年６月21日開催 

   の当社第53回定時株主総会におけ 

   る決議・承認を発効の前提とす 

   る。 

   なお、当社株式は同年９月25日付 

  で上場廃止となりました。 

 当社は、平成19年４月26日開催の取

締役会において、エーザイ株式会社を

当社の株式交換完全親会社とする株式

交換を行うことを決議し、エーザイ株

式会社と当社の間で株式交換契約を締

結しました。  

  

１．株式交換の目的 

 診断薬事業の強化および遺伝子シグ

ナル増幅技術「ＰＡＬＳＡＲ法」の事

業等の挑戦的な分野への進出におい

て、エーザイグループ全体の経営資源

を積極的に活用し効率的かつ迅速な開

発を進めるために、当社をエーザイ株

式会社の完全子会社にすることが最善

であると判断するにいたりました。 

  

２．株式交換の条件等 

（１）株式交換の日程  

 平成19年６月21日 定時株主総会で 

                    承認 

  平成19年10月１日 株式交換日  

 当社株式は同年９月25日付で上場廃

止の見込みであります。 

（２）株式交換比率 

  株式交換比率の公正性・妥当性を確

保するために、当社およびエーザイ株

式会社が、各々独立した第三者機関に 

株式交換比率の算定を依頼し、その結

果を参考に交渉を重ね、株式交換比率

を決定しております。  

  当社の普通株式１株に対してエーザ

イ株式会社の普通株式0.085株を割当

て交付いたします。 

 ただし、エーザイ株式会社が保有す

る株式9,106,000株については、株式

交換による株式の割当ては行わない。 

  
エーザイ㈱ 

（完全親会社） 

三光純薬㈱ 

（完全子会社）

株式交換比率 1 0.085 

     



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

    ３.株式交換の相手会社の商号、本店 

   の所在地、代表者の氏名、資本金 

   の額、純資産の額、総資産の額及 

   び事業の内容  

（１）商号     エーザイ株式会社

（２）本店の所在地 東京都文京区 

          小石川４-６-10 

（３）代表者の氏名 代表執行役社長  

                内藤 晴夫 

（４）資本金の額   44,985百万円 

    （平成19年３月31日現在） 

（５）純資産の額  467,541百万円 

    （平成19年３月31日現在） 

（６）総資産の額  573,702百万円 

    （平成19年３月31日現在） 

（７）事業の内容  医薬品等の製  

                  造・販売 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   186,467     245,384     133,752    

２ 受取手形  ※４ 378,768     245,298     347,596    

３ 売掛金   1,220,632     1,333,443     1,204,407    

４ 有価証券   1,560,881     836,618     1,284,638    

５ たな卸資産   1,470,273     1,335,981     1,418,078    

６ 繰延税金資産   177,789     249,447     168,460    

７ 預け金 ※２ 2,243,117     2,976,924     2,662,766    

８ その他   64,823     80,030     58,272    

貸倒引当金   △12,390     △13,070     △12,710    

  流動資産合計     7,290,364 55.0   7,290,058 54.9   7,265,262 54.5 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物   926,684     852,409     886,890    

(2）土地   247,930     247,930     247,930    

(3）その他   559,776     543,708     552,557    

有形固定資産計   1,734,390   13.1 1,644,048   12.4 1,687,377   12.7 

２ 無形固定資産   3,995   0.0 3,995   0.0 3,995   0.0 

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   2,162,436     1,978,479     2,097,826    

(2）繰延税金資産   881,787     787,860     887,423    

(3）長期性預金    1,100,000     1,500,000     1,300,000    

(4）その他   85,051     86,189     85,117    

投資その他の 
資産計   4,229,275   31.9 4,352,529   32.7 4,370,367   32.8 

  固定資産合計     5,967,661 45.0   6,000,572 45.1   6,061,740 45.5 

  資産合計     13,258,026 100.0   13,290,631 100.0   13,327,003 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   261,795     278,586     331,245    

２ 未払法人税等   17,983     17,852     21,327    

３ 賞与引当金   168,744     164,588     151,175    

４ 返品調整引当金   4,590     3,090     4,400    

５ その他 ※３ 261,955     314,937     266,481    

  流動負債合計     715,068 5.4   779,054 5.9   774,630 5.8 

Ⅱ 固定負債                    

１ 退職給付引当金   725,363     773,960     749,587    

２ その他   276,900     232,812     268,869    

  固定負債合計     1,002,264 7.6   1,006,773 7.5   1,018,457 7.7 

  負債合計     1,717,332 13.0   1,785,828 13.4   1,793,087 13.5 

                     
 （純資産の部）                    
Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     5,262,480 39.7   5,262,480 39.6   5,262,480 39.5 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金     5,383,920 40.6   5,383,920 40.5   5,383,920 40.4 

   資本剰余金合計     5,383,920 40.6   5,383,920 40.5   5,383,920 40.4 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金     183,400 1.4   183,400 1.4   183,400 1.4 

(2）その他利益 

        剰余金 
                   

  別途積立金     570,000 4.3   570,000 4.3   570,000 4.3 

  繰越利益剰余金     69,645 0.5   44,792 0.3   71,667 0.5 

  利益剰余金合計     823,045 6.2   798,192 6.0   825,067 6.2 

４ 自己株式     △7,619 △0.0   － －   △8,298 △0.1 

  株主資本合計     11,461,825 86.5   11,444,592 86.1   11,463,169 86.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     78,868 0.5   60,210 0.5   70,746 0.5 

  評価・換算差額等 
 合計     78,868 0.5   60,210 0.5   70,746 0.5 

 純資産合計     11,540,693 87.0   11,504,803 86.6   11,533,915 86.5 

 負債純資産合計     13,258,026 100.0   13,290,631 100.0   13,327,003 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,331,377 100.0   2,270,710 100.0   4,663,700 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,074,175 46.1   1,047,726 46.1   2,169,249 46.5 

売上総利益     1,257,202 53.9   1,222,983 53.9   2,494,450 53.5 

返品調整引当金 
戻入額   8,130     4,400     8,130    

返品調整引当金 
繰入額   4,590 △3,540 △0.2 3,090 △1,310 △0.0 4,400 △3,730 △0.1 

差引売上総利益     1,260,742 54.1   1,224,293 53.9   2,498,180 53.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,239,453 53.2   1,199,020 52.8   2,468,806 53.0 

営業利益     21,289 0.9   25,273 1.1   29,374 0.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   25,210 1.1   45,422 2.0   67,247 1.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,526 0.3   10,294 0.4   23,280 0.5 

経常利益     38,972 1.7   60,401 2.7   73,340 1.6 

Ⅵ 特別利益  ※３   42 0.0   － －   77 0.0 

Ⅶ 特別損失 
 ※４ 
※６   11,569 0.5   3,399 0.2   30,951 0.7 

税引前中間（当期） 
純利益     27,446 1.2   57,002 2.5   42,467 0.9 

法人税、住民税及び 
事業税   3,800     3,800     7,600    

法人税等調整額   14,354 18,154 0.8 25,717 29,517 1.3 23,552 31,152 0.7 

中間（当期）純利益     9,291 0.4   27,485 1.2   11,314 0.2 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

      前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）                   

 

  株主資本 

    
資本 
剰余金 

利益剰余金  

自己 
株式 

株主資本 
 合計  

   

資本金 
 資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金  
利益 
剰余金 
合計     別途 

積立金 

繰越 
 利益  
剰余金 

前事業年度末残高         

（平成18年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 183,400 570,000 114,304 867,704 △7,582 11,506,522

当中間会計期間変動額                  

剰余金の配当    － － － － △53,951 △53,951 － △53,951

中間純利益   － － － － 9,291 9,291 － 9,291

自己株式の取得   － － － － － － △37 △37

株主資本以外の項目の 

当中間会計期間変動額（純額） 
  － － － － － － － －

当中間会計期間変動額合計   （千円） － － － － △44,659 △44,659 △37 △44,696

当中間会計期間末残高     

（平成18年９月30日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 183,400 570,000 69,645 823,045 △7,619 11,461,825

    評価・換算差額等  

純資産合計     その他有価証券 

評価差額金    

前事業年度末残高       

（平成18年３月31日） 
（千円） 78,169 11,584,691

当中間会計期間変動額      

剰余金の配当    － △53,951

中間純利益   － 9,291

自己株式の取得   － △37

株主資本以外の項目の 

当中間会計期間変動額（純額） 
  698 698

当中間会計期間変動額合計    （千円） 698 △43,998

当中間会計期間末残高      

（平成18年９月30日） 
（千円） 78,868 11,540,693



      当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）                   

 

  株主資本 

    
資本 
剰余金 

利益剰余金  

自己 
株式 

株主資本 
 合計  

   

資本金 
 資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金  
利益 

剰余金 
合計     別途 

積立金 

繰越 
 利益  
剰余金 

前事業年度末残高         

（平成19年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 183,400 570,000 71,667 825,067 △8,298 11,463,169

当中間会計期間変動額                  

剰余金の配当    － － － － △44,954 △44,954 － △44,954

中間純利益   － － － － 27,485 27,485 － 27,485

自己株式の取得   － － － － － － △1,107 △1,107

自己株式の消却    － － － － △9,406 △9,406 9,406 －

株主資本以外の項目の 

当中間会計期間変動額（純額） 
  － － － － － － － －

当中間会計期間変動額合計   （千円） － － － － △26,875 △26,875 8,298 △18,576

当中間会計期間末残高     

（平成19年９月30日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 183,400 570,000 44,792 798,192 － 11,444,592

    評価・換算差額等  

純資産合計     その他有価証券 

評価差額金    

前事業年度末残高       

（平成19年３月31日） 
（千円） 70,746 11,533,915

当中間会計期間変動額      

剰余金の配当    － △44,954

中間純利益   － 27,485

自己株式の取得   － △1,107

自己株式の消却   － －

株主資本以外の項目の 

当中間会計期間変動額（純額） 
  △10,535 △10,535

当中間会計期間変動額合計    （千円） △10,535 △29,112

当中間会計期間末残高      

（平成19年９月30日） 
（千円） 60,210 11,504,803



      前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）             

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

  株主資本 

    
資本 

剰余金 
利益剰余金  

自己 
株式 

株主資本 
 合計  

   

資本金 
 資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金  
利益 

剰余金 
合計     別途 

積立金 

繰越 
 利益  
剰余金 

前事業年度末残高         

（平成18年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 183,400 570,000 114,304 867,704 △7,582 11,506,522

当事業年度変動額                  

剰余金の配当（注）    － － － － △53,951 △53,951 － △53,951

当期純利益   － － － － 11,314 11,314 － 11,314

自己株式の取得   － － － － － － △716 △716

株主資本以外の項目の 

当事業年度変動額（純額） 
  － － － － － － － －

当事業年度変動額合計   （千円） － － － － △42,637 △42,637 △716 △43,353

当事業年度末残高     

（平成19年３月31日） 
（千円） 5,262,480 5,383,920 183,400 570,000 71,667 825,067 △8,298 11,463,169

    評価・換算差額等  

純資産合計     その他有価証券 

評価差額金    

前事業年度末残高       

（平成18年３月31日） 
（千円） 78,169 11,584,691

当事業年度変動額      

剰余金の配当（注）    － △53,951

当期純利益   － 11,314

自己株式の取得   － △716

株主資本以外の項目の 

当事業年度変動額（純額） 
  △7,422 △7,422

当事業年度変動額合計    （千円） △7,422 △50,776

当事業年度末残高      

（平成19年３月31日） 
（千円） 70,746 11,533,915



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品・

貯蔵品 

…総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の 

方法 

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３～65年

機械装置   ７年

工具器具備品 ２～20年

有形固定資産 

同左 

        

  

有形固定資産 

同左 

       

       
３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）返品調整引当金 

 販売済製品・商品の中間決算

日後に予想される返品による損

失に備えるため、中間会計期間

末売上債権残高に直近２事業年

度平均の返品率及び当中間会計

期間の利益率を乗じた金額を計

上しております。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

 販売済製品・商品の決算日後

に予想される返品による損失に

備えるため、決算日における売

上債権残高に直近２事業年度平

均の返品率及び当事業年度の利

益率を乗じた金額を計上してお

ります。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

      同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、決算日において発生

していると認められる額を計上

しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）の退

職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当中間会計期間末

要支給額を計上しております。

 なお、当社は、平成18年６月

22日開催の株主総会において、

役員退職慰労金制度廃止に伴う

取締役および監査役に対する退

職慰労金打ち切り支給を決議し

たことに伴い、当社の役員退職

慰労引当金6,807千円は長期未

払金（固定負債の「その他」）

に振替えております。 

(5）役員退職慰労引当金 

     ――――――   

  

  

  

(5）役員退職慰労引当金 

  ――――――   

  

  

（追加情報） 

 当社は、平成18年６月22日

開催の株主総会において、役

員退職慰労金制度廃止に伴う

取締役および監査役に対する

退職慰労金打ち切り支給を決

議しました。これにより当社

の役員退職慰労引当金6,807千

円は長期未払金（固定負債の

「その他」）に振替えており

ます。 

４ 外貨建資産又は負債の 

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）    

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号 ）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,540,693千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

――――――  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）    

  当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号 ）を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合計に相当する

金額は11,533,915千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。   

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 「長期性預金」は前中間会計期間末は、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において資産

の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前中間会計期間末の「長期性預金」の金額は100,000千円で

あります。 

――――――  

  

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

                          2,613,409千円 

  減価償却累計額には、減損損失累計額が  

 含まれております。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  2,751,695千円 

同左 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  2,687,653千円 

           同左 

※２ 預け金 

  エーザイ株式会社との金銭消費寄託契約 

 に基づく、寄託運用預け金であります。 

※２ 預け金 

同左 

※２ 預け金 

同左 

※３ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺  

 のうえ、流動負債「その他」に含めて表示  

 しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３      ―――――― 

  

  

※４ 中間期末日満期手形 

  中間会計期間末日の満期手形の会計処理 

 については、手形交換日をもって決済処理 

 をしております。なお、当中間会計期間の 

 末日は金融機関の休日であったため、次の 

 満期手形が中間期末残高に含まれておりま  

 す。      

  

※４ 中間期末日満期手形 

同左 

  

※４ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、 

  手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、当期末日が金融機関の休日であった 

 ため、次の期末日満期手形が期末残高に含 

 まれております。     

受取手形   76,633千円 受取手形 52,886千円 受取手形 78,345千円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 9,859千円

有価証券利息  13,211千円

受取利息 27,864千円

有価証券利息 13,885千円

受取利息 34,524千円

有価証券利息 27,421千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息  1,714千円

たな卸資産廃棄損 129千円

品質保証費 4,450千円

為替差損    913千円

支払利息 2,014千円

株式関連業務報酬 7,691千円

支払利息 3,884千円

株式関連業務報酬 9,000千円

品質保証費 4,664千円

為替差損 3,845千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３      ―――――― ※３ 特別利益の主要項目 

工具器具備品売却益      42千円  工具器具備品売却益 57千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

建物附属設備除却損 4,443千円

構築物除却損   208千円

機械装置除却損  262千円

工具器具備品除却損  943千円

廃棄処理費用 1,646千円

減損損失 4,065千円

機械装置除却損 108千円

工具器具備品除却損 1,433千円

廃棄処理費用 1,524千円

減損損失 333千円

建物附属設備除却損    4,651千円

機械装置除却損 262千円

工具器具備品除却損 1,807千円

廃棄処理費用 1,760千円

減損損失 15,380千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 120,411千円 有形固定資産 106,625千円 有形固定資産 248,827千円

※６ 減損損失 

  当社は、当中間会計期間において次

の資産グル－プについて減損損失を計

上しております。 

  賃貸資産については収益性が悪化

し、今後、帳簿価格を上回るキャッシ

ュ・フローが見込めないため、帳簿価

格を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として認識しておりま

す。 

 当中間会計期間において計上した減

損損失は4,065千円であり、その内容

は、工具器具備品であります。   

 当該資産グループの回収可能価額

は、使用価値（割引率6.0％）により測

定しております。 

用途 種類  場所 

 賃貸資産  
有形固定資産

（その他） 

東京都 

千代田区  

     

※６ 減損損失 

  当社は、賃貸資産については施設を１単位

としてグルーピングをしております。また、

物流資産については個々にグルーピングをし

ております。  

 当社は、当中間会計期間において、次の資

産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

  賃貸資産については収益性が悪化し、今

後、帳簿価額を上回るキャッシュ・フローが

見込めないため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として認識

しております。 

  上記資産グループの回収可能価額は、使用

価値（割引率6.0％）により測定しておりま

す。 

用途 種類  場所  
  金額  

（千円） 

賃貸資産 
工具 

器具備品

東京都 

千代田区 
333

       

※６ 減損損失 

  当社は、賃貸資産については施設を１単位

としてグルーピングをしております。また、

物流資産については個々にグルーピングをし

ております。  

 当社は、当事業年度において、次の資産グ

ループについて減損損失を計上しておりま

す。 

 賃貸資産については収益性が悪化し、今

後、帳簿価額を上回るキャッシュ・フローが

見込めないため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として認識

しております。 

  物流資産については、製品下市による特定

設備（金型）の中止により、今後、帳簿価額

を上回るキャッシュ・フローが見込めないた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として認識しておりま

す。 

  上記資産グループの回収可能価額は、使用

価値（割引率6.0％）により測定しておりま

す。 

用途 種類  場所  
  金額  

（千円） 

賃貸資産 
工具 

器具備品 

東京都 

千代田区  
15,292

物流資産 
工具 

器具備品 

東京都 

千代田区  
87

       



（中間株主資本等変動計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 自己株式の種類および株式数に関する事項 自己株式の種類および株式数に関する事項 

  自己株式 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末株式数（株） 15,811 

当中間会計期間増加株式数（株） 100 

当中間会計期間減少株式数（株）  － 

当中間会計期間末株式数（株）    15,911 

  自己株式 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末株式数（株）  17,931

当中間会計期間増加株式数（株） 2,434

当中間会計期間減少株式数（株） 20,365

当中間会計期間末株式数（株）     －

  自己株式 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末株式数（株） 15,811

当事業年度増加株式数（株） 2,120

当事業年度減少株式数（株）  －

当事業年度末株式数（株）    17,931

（注）自己株式（普通株式）の増加100株は単 

    元未満株式の買取りによる増加であり 

      ます。  

（注）自己株式（普通株式）の増加2,434株は 

   単元未満株式の買取りによる増加であ 

   り、自己株式（普通株式）の減少20,365

   株は消却による減少であります。 

（注）自己株式（普通株式）の増加2,120株  

      は単元未満株式の買取りによる増加で

   あります。  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

    認められるもの以外のファイナンス・リ 

    ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

    認められるもの以外のファイナンス・リ 

    ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

    認められるもの以外のファイナンス・リ 

    ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

工具  

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額相当額 318,500   318,500 

減価償却累計額 
相当額 

95,014   95,014 

中間期末残高 
相当額 

223,485   223,485 

 

工具  

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額相当額 318,295   318,295 

減価償却累計額 
相当額 

162,559   162,559 

中間期末残高 
相当額 

155,735   155,735 

 

工具  

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額相当額 318,500   318,500 

減価償却累計額 
相当額 

128,878   128,878 

期末残高相当額 189,621   189,621 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 67,175千円 

１年超      158,296千円 

合計    225,471千円 

１年内       56,082千円

１年超         102,191千円

合計        158,274千円

１年内   66,001千円

１年超 126,022千円

合計     192,023千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料     34,110千円 

減価償却費相当額  32,804千円 

支払利息相当額 1,933千円 

支払リース料      35,223千円

減価償却費相当額     33,851千円

支払利息相当額      1,509千円

支払リース料 69,347千円

減価償却費相当額 66,668千円

支払利息相当額 3,723千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま

せん。  

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）および前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸主側） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認 

   められるもの以外のファイナンス・リース  

   取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

（貸主側） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認 

   められるもの以外のファイナンス・リース 

   取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

（貸主側） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認 

   められるもの以外のファイナンス・リース 

   取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び期末残高 

 

工具  

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 34,808   34,808 

減価償却累計額 13,306   13,306 

中間期末残高 21,501   21,501 

 

工具  

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 104,983   104,983 

減価償却累計額 40,843   40,843 

中間期末残高 64,139   64,139 

 

工具  

器具備品 

(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 61,155   61,155 

減価償却累計額 25,081   25,081 

期末残高 36,074   36,074 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内        5,817千円 

１年超    20,461千円 

合計     26,278千円 

１年内   20,568千円

１年超          63,674千円

合計  84,243千円

１年内 11,357千円

１年超 37,110千円

合計 48,467千円

(3）受取リース料、減価償却費 (3）受取リース料、減価償却費 (3）受取リース料、減価償却費 

受取リース料   2,449千円 

減価償却費       3,935千円 

受取リース料 10,281千円

減価償却費  14,472千円

受取リース料 7,961千円

減価償却費 15,513千円

(4）利息相当額の算定方法 

   未経過リース料中間期末残高相当額は、 

  未経過リース料中間期末残高及び見積残存 

   価額の残高の合計額が営業債権の中間期末 

   残高等に占める割合が低いため、受取利子 

   込み法により算定しております。 

(4）利息相当額の算定方法 

同左 

(4）利息相当額の算定方法 

   未経過リース料期末残高相当額は、未経 

   過リース料期末残高及び見積残存価額の残 

   高の合計額が営業債権の期末残高等に占め

  る割合が低いため、受取利子込み法により 

   算定しております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま 

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   641.73円

１株当たり 

中間純利益金額     0.52円

１株当たり純資産額    639.90円

１株当たり 

中間純利益金額 1.53円

１株当たり純資産額 641.43円

１株当たり 

当期純利益金額 0.63円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益 （千円） 9,291 27,485 11,314 

普通株主に帰属しない金額 （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益 （千円）
9,291 27,485 11,314 

普通株式の期中平均株式数 （株） 17,983,735 17,980,852 17,983,117 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

────── （エーザイ株式会社の完全子会社化） （株式交換契約の締結） 

    当社は、平成19年６月21日開催の

第53回定時株主総会の決議に基づ

き、平成19年10月１日付で株式交換

によりエーザイ株式会社の株式完全

子会社となりました。 

 診断薬事業の強化および遺伝子シ

グナル増幅技術「ＰＡＬＳＡＲ法」

の事業等の挑戦的な分野への進出に

おいて、エーザイグループ全体の経

営資源を積極的に活用し効率的かつ

迅速な開発を進めるために、当社を

エーザイ株式会社の完全子会社とす

ることで両者が合意し、平成19年４

月26日開催の当社取締役会におい

て、エーザイ株式会社を完全親会

社、当社を完全子会社とする株式交

換契約を締結することを決議し、同

日株式交換契約書に調印しておりま

す。エーザイ株式会社と当社の間で

締結された株式交換契約の概要は次

のとおりであります。 

  １．エーザイ株式会社を完全親会 

    社、当社を完全子会社とする株 

    式交換を実施する。 

  ２．株式交換の日は平成19年10月 

    １日とする。 

  ３．株式交換比率は当社の普通株 

    式１株に対してエーザイ株式会  

    社の普通株式0.085株を割当て交 

    付する。ただし、エーザイ株式 

    会社が保有する当社株式   

    9,106,000株については、株式交 

    換による株式の割当ては行わな 

    い。 

  ４．本契約は平成19年６月21日開 

    催の当社第53回定時株主総会に 

    おける決議・承認を発効の前提 

    とする。 

    なお、当社株式は同年９月25日 

    付で上場廃止となりました。 

 当社は、平成19年４月26日開催の取

締役会において、エーザイ株式会社を

当社の株式交換完全親会社とする株式

交換を行うことを決議し、エーザイ株

式会社と当社の間で株式交換契約を締

結しました。  

  

１．株式交換の目的 

 診断薬事業の強化および遺伝子シグ

ナル増幅技術「ＰＡＬＳＡＲ法」の事

業等の挑戦的な分野への進出におい

て、エーザイグループ全体の経営資源

を積極的に活用し効率的かつ迅速な開

発を進めるために、当社をエーザイ株

式会社の完全子会社にすることが最善

であると判断するにいたりました。 

  

２．株式交換の条件等 

（１）株式交換の日程  

 平成19年６月21日 定時株主総会で 

                    承認 

  平成19年10月１日 株式交換日  

 当社株式は同年９月25日付で上場廃

止の見込みであります。 

（２）株式交換比率 

  株式交換比率の公正性・妥当性を確

保するために、当社およびエーザイ株

式会社が、各々独立した第三者機関に 

株式交換比率の算定を依頼し、その結

果を参考に交渉を重ね、株式交換比率

を決定しております。  

  当社の普通株式１株に対してエーザ

イ株式会社の普通株式0.085株を割当

て交付いたします。 

 ただし、エーザイ株式会社が保有す

る株式9,106,000株については、株式

交換による株式の割当ては行わない。 

  
エーザイ㈱ 

（完全親会社） 

三光純薬㈱ 

（完全子会社）

株式交換比率 1 0.085 

     



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

    ３.株式交換の相手会社の商号、本店 

   の所在地、代表者の氏名、資本金 

   の額、純資産の額、総資産の額及 

   び事業の内容  

（１）商号      エーザイ株式会社

（２）本店の所在地 東京都文京区 

          小石川４-６-10 

（３）代表者の氏名 代表執行役社長  

                内藤 晴夫 

（４）資本金の額    44,985百万円 

     （平成19年３月31日現在） 

（５）純資産の額  467,541百万円 

     （平成19年３月31日現在） 

（６）総資産の額   573,702百万円 

     （平成19年３月31日現在） 

（７）事業の内容  医薬品等の製  

                   造・販売 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第53期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提 

   出。 

（２）臨時報告書 

   平成19年４月26日関東財務局長に提出。 

   証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（完全子会社 

   となる株式交換）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月11日

三光純薬株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 宮坂 泰行  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三光純

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三光純薬株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成19年12月10日

三光純薬株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 宮坂 泰行  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三光純薬株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三光純薬株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月１日付で株式交換によりエーザイ株式会社の完全子会

社となった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月11日

三光純薬株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 宮坂 泰行  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三光純

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第53期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三光純薬株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成19年12月10日

三光純薬株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 宮坂 泰行  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三光純薬株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三光純薬株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月１日付で株式交換によりエーザイ株式会社の完全子会

社となった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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